Ⅵ、介護ボランティアポイント制度について
　介護保険制度の開始以降、保険料と税金から支払われる介護給付費が年々、伸び続けています。
　これに伴い個人の保険料も上昇の一途で、今年度は全国平均で月額５０００円に迫っています。
　我が豊橋市の場合でも第４期では3900円であった基準保険料が第５期では4300円に、介護給付費は184億5千万円と前年より約24億円増加しています。
介護給付費の抑制へ予防重視の施策が各地で展開される中で、着実に広がっているのが介護ボランティアポイント制度です。
これはボランティアをするとポイントがたまり、換金もできる制度で、当初は高齢者の介護予防と共にポイントを介護保険料の一部に充ててもらうのが狙いでしたが、世代間の支え合いを取り入れるなどの新たな取り組みも生まれています。
この制度を２００７年に介護予防のために市町村が行う「地域支援事業」の一環としてスタート。昨年度末では50を超える自治体が実施。
高齢者の社会貢献活動を促し、健康寿命を延ばす取り組みへの関心は高いと考えます。
我がまちでの介護ボランティアポイント制度の導入に向けて以下伺います。
（1）全国に広がりつつある介護ボランティアポイント制度を導入すべきと考えますが、市長の考えを伺います。
【参考】
4/14公明「介護ボランティアポイント制度」
4/22読売「介護ボランティア新展開」
【考えられる展開】
①津島市の取組み
希望者は市の社会福祉協議会に登録し、指定された病院や介護施設などでボランティア活動をすると、手帳にスタンプを押してもらえる。ポイント付与の仕組みは、３０分程度の活動でスタンプ１個。ただし、１日に何時間活動してもスタンプは４個まで。スタンプの数が１０個に達すると、５００ポイントを獲得。以降、スタンプが１０個増えるごとに５００ポイントが加算され、１００個以上は５０００ポイント（上限）として、１ポイント１円で地域振興券に交換できる。
地域振興券は、市内の協力店舗で買い物のほか、食事や美容などにも利用でき、元気な高齢者の生きがいを育みながら、地域経済を活性化させる一石二鳥の効果を狙う。
　
ボランティア登録者は１１年度末までで１６４人となり、全高齢者に対する割合が約１％。推進した本田市議は、「高齢者の健康増進や保険料負担の実質的な軽減、病院や介護現場での人手不足解消――などのメリットは多い。参加者が増えれば介護予防効果は高まり、保険料抑制にもつながることが期待される」と語っている。
②子育ての現場で
　鹿児島県霧島市では市内に大企業の工場が多く、県外から転入する若い夫婦が多い。子育てに一人で悩む母親が少なくないことから、介護支援ボランティア制度の活動施設に保育所や幼稚園、地域の子育てサロンなどを加え、子育ての先輩である高齢者の力を活用している
③在宅高齢者の見守り
　ボランティア側の対象を拡大したのは東京・新宿区。同区は孤独死、孤立死の問題が深刻化するなか在宅高齢者の見守りを優先課題。昨年度から介護支援ボランティアの対象を「65歳以上」から「18才以上」へと広げ、現金に換金できるポイントを与えている。20代を含む約500人のボランティアが、高齢者施設での活動のほか、在宅高齢者への訪問、安否の確認、日常生活の支援を行う
④介護支援ボランティアは本来、高齢者に健康を保ってもらい、介護保険制度の担い手とするのが狙いだ。一方で、少子高齢化は深刻で、世代ごとに制度を完結させるには限界もある。

　世代間の支え合いを加味したボランティア制度はより多くの人が支え手に加わる契機の一つになりそうだ。
